
農林⽔産省 ⼤⾂官房 新事業・⾷品産業部 ⾷品流通課／Food Distribution Division, New Business and Food Industry Department, Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries.

６．福島県農林⽔産業の復興創⽣

119



これまでの取組︓ 1,988 件
うち被災地産⾷品販売フェア等︓1,299 件

社内⾷堂等での⾷材利⽤︓ 585 件
(平成23年４⽉〜令和５年６⽉末までの間)

被災地やその周辺地域で⽣産・製造されて
いる農林⽔産物・⾷品（被災地産⾷品）を
積極的に消費することで被災地の復興を応
援する運動

被災地産⾷品を使⽤したメニューの提供

社内売店における福島県産⽶の販売

 「⾷べて応援しよう︕」のキャッチフレーズの下、⽣産者、消費者等の団体や⾷品産業事業者等、多様な関係者の
協⼒を得て、被災地産⾷品の販売フェアや社内⾷堂等での積極的利⽤の取組を平成23年4⽉より推進。

 関係省庁と連携し、平成24年度より経済団体、⾷品産業団体、都道府県、⼤学等に対し、被災地産品の販売促進を
依頼。

 全府省庁の⾷堂・売店において、積極的に被災地産⾷品を利⽤・販売。

「⾷べて応援しよう︕」

「⾷べて応援しよう︕」〜被災地産⾷品の利⽤・販売を推進〜
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福島県の農林⽔産業再⽣に向けた取組状況（流通・販売段階での取組）

 福島県産品の価格は、震災直後、全般的に全国平均を下回る状況となった。その後、価格差は徐々に縮⼩している
ものの、ブランド化の遅れ等の影響が出やすい⽜⾁や桃などの品⽬は、依然全国平均を下回る価格となっている。

令和４年度福島県産農産物等流通実態調査について（県産品重点６品⽬の状況）

※指数は福島県産品と全国平均の価格差を全国平均の価格で割った値である。

※米は産年単位、牛肉、干し柿及びヒラメは年度単位、桃及びピーマンは７～９月の値である。

※令和４年度は令和４年12月までの実績である。

※干し柿にはあんぽ柿以外も含まれる。

※ヒラメは平成28年に試験操業の対象魚種となり出荷が再開された。

データ出所：米は農林水産省「米の相対取引価格」に基づく県推定値、それ以外は東京都中央卸売市場「市場統計情報」
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福島県の農林⽔産業再⽣に向けた取組状況（流通・販売段階での取組）

消費者アンケートによれば、⽶や⽜⾁で安全・安⼼への評価は⾼いものの、ブランド⼒の評価が総じ
て低い点が課題であり、その解消が必要。

 福島県産農産物等のブランド⼒の実態を把握するため、消費者への調査を⾏った。
 ⽶、桃、⽜⾁の３品⽬について、⽐較対象産地を３産地ずつ設定し、「認知」「知覚品質」「ブランドロイヤル

ティ」「ユニークさ」「安全・安⼼」の５項⽬への評価を分析した。
 ⽶と⽜⾁については、産地としての認知や知覚品質、ロイヤルティ、ユニークさなど複数の点で相対的に福島県の

値が⼩さく、課題が⾒られる。⼀⽅で、福島県の安全・安⼼の評価は⾼い。

ポイント
令和４年度福島県産農産物等流通実態調査の調査内容と調査結果①

※図中の数値は、各産地の得点を平均0、標準偏差1として推定した値。 122



福島県の農林⽔産業再⽣に向けた取組状況（流通・販売段階での取組）

マーケティング実証調査により、桃の販売促進にあたっては、品種表⽰に消費者へ商品選択を⾼める
効果が得られることを確認。

 （⽅針）桃の代表的な産地であることから「ふくしまのあかつき」を訴求する実証を⾸都圏のスーパーで実施した。
 （⽅法）仲卸業者ごとで商品へ「あかつき」を⽰す品種表⽰シールを貼付する有無をもって、店舗⽐較を⾏った。
 （集計）協⼒店のPOSデータを⽤いて、売上⾼（客数当たりの桃の販売⾦額）を集計した。
 （結果）客数当たりの販売⾦額を前週⽐と前年同週⽐で集計したところ、いずれも品種表⽰あり店の売上⾼が品種

表⽰なし店の売上⾼を上回っていた。

ポイント
令和４年度福島県産農産物等流通実態調査の調査内容と調査結果②

※図中の数値は、各産地の得点を平均0、標準偏差1として推定した値。

提供した品種表⽰シール

品種表⽰あり店で掲⽰した販促物
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 国内量販店等における販売促進
・販売コーナーの設置(530店舗)
・販売フェアの開催(1,139店舗)
・オンライン商談会の開催(１回)
・産地視察ツアーの実施(6回)

 オンラインストアへの福島県産品
の 出店促進（令和４年度売上額29
億円）

 新規出展者向けスキルアップセミ
ナーの開催(18回、延べ261社)

 福島県内の⺠間団体等が⾏う販売
促進活動の⽀援(132団体)

 テレビやウェブを通じた情報発信
や情報誌への掲載

⾷材商談会の開催

福島⽜の販売フェア

令和４年度販売促進対策の実績

福島県の農林⽔産業再⽣に向けた取組状況（流通・販売段階での取組）

 国内量販店等における販売促進、事業者向け商談会やバイヤーツアー、オンラインストアへの出展促進等を実施。
 オンラインストア「ふくしまプライド便」は、令和４年度売上額29億円を達成。
 令和４年度の輸出量は、果物や⽜⾁が前年度⽐２倍以上となり、過去２番⽬の実績。

出典︓福島県県産品振興戦略課

福島県産農産物輸出量（桃、⽶等）
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 福島県産ブランド⽶「福､笑い」について、TVCM制作や体験型イベント等、必要な取組を展開して、引き続き認知度
向上、ファンの獲得を図るとともに、特別栽培等の商品ラインアップの充実、県内を中⼼とした量販店フェアを実施。

 「天のつぶ」などの既存ブランド⽶のセールス・プロモーション及び県産⽶の消費・需要拡⼤を図るＰＲ活動（ふく
しま⽶ルプロジェクト）の⽀援等により、ふくしま⽶のイメージアップ及び販路拡⼤を狙う。

 福島⽜については、卸売業者との意⾒交換会、展⽰会等での⼩売業者等への売り込み、消費者向けの販促フェアやＳ
ＮＳ等を活⽤したＰＲの実施により流通から消費まで各段階へ働きかけることでブランド⼒を再⽣。

 福島県産品の海外販路拡⼤に向けて、安全性や魅⼒をPRするフェアや情報発信を実施。
 商談会やバイヤーツアーは事業者の営業⼒強化を図るセミナーやバイヤーニーズに応じたターゲット別ツアーを実施。
 福島県産⽔産物の販売コーナー（福島鮮⿂便）を常設し、専⾨販売員による美味しさや安全性等の説明を⾏い販路・

消費の拡⼤に繋げる事業を実施。また、地元消費を着実に増やすため県内の消費地市場を⽀援。

令和５年度に強化する販売促進対策

福島県の農林⽔産業再⽣に向けた取組状況（流通・販売段階での取組）

福島県産ブランド⽶「福､笑い」

福島県産ブランド⽶「福､笑い」のブランド⼒を確⽴させるとともに、既存ブランド⽶の活⽤を促進させることで
県産⽶全体の需要拡⼤を図る。

福島⽜の再⽣に向けて流通から消費に⾄る各段階へ働きかけを実施。
海外販路拡⼤に向けて、海外の量販店等でフェア等を開催。
商談会やバイヤーツアーは多数の事業者に参加してもらうための取組を展開。
⾸都圏等の量販店等において、福島県産⽔産物を取り扱う常設販売コーナーを設置する等し、県内外の消費拡⼤を促

進。

展⽰会（⽜⾁） 常設販売コーナーの設置バイヤーツアーの実施海外でのフェア 125


